
「改正パートタイム労働法への対応」について 

関西経営者協会と共同で手引書を発行 

 

 本会と関西経営者協会は、平成 20年 4月 1日（一部除く）に施行される改正パー

トタイム労働法へ対応するための実務的手引書を発刊しました。 

 同冊子は、今次改正の背景やねらいを踏まえながら、①労働条件の明示および説明

義務、②正社員とパートタイム労働者の均衡処遇、③通常労働者への転換、④苦情処

理、紛争解決援助制度――等の主要な改正点について解説するだけではなく、パート

タイマーの雇用契約書や就業規則、正社員転換制度に関するモデル規程などの参考例

を盛り込んでおり、実務に活用できる構成となっています。さらに、参考資料として、

改正法の条文や付帯決議、厚生年金のパートタイム労働者への適用拡大、雇用保険の

一元化の動きなどを掲載しています。 

 購入希望者には、一部 1,000円/送料別（会員企業は一部 500円/送料別）で販売致

します。必要部数と郵送先をご記入の上、愛知県経営者協会宛に FAX（052-221-1935）

にてお申込みください。 

 

※ 会員企業には 10月 1日に本冊子を 1冊送付しております。 
 

※ 本件についてのお問い合わせは、会員サービスグループ（TEL 052-221-1931）まで

ご連絡ください。 
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